
事　業　譲　渡　契　約　書

　株式会社●●
（以下「譲受人」という。）と株式会社●●
（以下、譲渡人」という。）とは、譲渡人が有する●●
の事業譲渡について、本日、下記のとおり事業譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（目的）
譲渡人は譲受人に対して、第４条に定めるクロージングの完了をもって、本契約に基づき、譲渡人の●●
の事業（以下「本事業」という。）を譲渡する。
第２条（譲渡財産）
第１条により譲渡すべき財産（以下「譲渡財産」という。）は、クロージング時に存在し、本事業に属する資産、負債および契約とし、譲渡の対象として別紙
に記載された財産を含み、譲渡の対象外として記載された財産を除く。ただし、クロージング完了前の事由に基づいて発生する譲渡人の偶発債務または責任は含まない。
第３条（譲渡対価）
１　譲渡対価
本事業の譲渡価格は、金●●万
円とする。
２　支払方法
⑴　譲受人は譲渡人に対して、クロージング日に譲渡対価として金●●万
円を譲渡人が指定する方法により支払う。
⑵　譲渡時純資産額が金●●万円でないときには、譲渡人または譲受人は相手方当事者に対して、本条第３項により確定する調整額をその確定後〇〇日以内に支払うものとする。

３　調整額の確定
⑴　譲渡時純資産額が金●●円でない場合には、譲渡人は、クロージング手続完了の日から●●日以内に、クロージング手続完了の日の前日の終了時における本事業に関する資産、負債、営業権等を示す貸借対照表（以下「本事業に関する貸借対照表」という。）等の財務書類を作成し、譲受人に対してこれを調整額とともに通知する。
⑵　譲受人は譲渡人に対して、前号に基づく財務書類の受領後●●日以内に当該調整額を承諾するか否かを通知する。
⑶　譲受人が上記期間内に譲渡人の通知した調整額を承諾する旨の通知を行わなかった場合または前号の期間内になんらの通知も行わなかった場合には、調整額は譲渡人の通知した額に確定する。
⑷　譲受人が上記期間内に譲渡人の通知した調整額を承諾しない旨の通知を行った場合には、両当事者は調整額を決定するため協議を行うものとする。
⑸　●●日以内に前号の協議が調わない場合は、両当事者の合意より監査法人を選任し、●●日以内にクロージング手続完了の日の前日の終了時における本事業に関する貸借対照表ならびに調整額を確定させる。

第４条（クロージング）
１　クロージング日は、令和●●年●●月●●日
とする。ただし、手続の進行に応じ必要があるときは当事者協議のうえこれを変更することができる。
２　譲渡人は譲受人に対して、クロージング日に、別途合意する場所において、第３条第２項第１号の支払と引換えに、下記書類の交付その他譲渡財産に含まれる資産、契約などの移転に必要な一切の行為を行う。

⑴　本事業の譲渡対象であるすべての不動産に関する譲渡証書、登記済書、譲渡人の代表者の代表権限を証する書面および印鑑証明書、委任状、その他所有権移転登記手続に必要な一切の書類ならびに引渡証
⑵　本事業の譲渡対象であるすべての受取手形（裏書がなされたもの）
⑶　本事業の譲渡対象であるすべての有価証券
⑷　本事業の譲渡対象であるすべての動産に関する引渡証
⑸　本事業の譲渡対象であるすべての債権に関する、有効な債権譲渡およびその対抗要件の具備を証する書面
⑹　本事業の譲渡対象であるすべての特許権、商標権、意匠権その他の知的財産権またはこれらを受ける権利に関する譲渡証書、単独申請承諾書その他権利の譲渡および登録に必要な一切の書類
⑺　本事業の譲渡対象であるすべての契約に関する相手方当事者の契約譲渡承諾書その他有効な譲渡を証する一切の書類
⑻　得意先リスト
３　第３条第２項第１号の支払および前項の譲渡人の履行により、クロージングは完了する。
第５条（譲受人による表明保証）

　譲受人は、本契約締結日およびクロージング時において以下の事実の存在または不存在を表明し、これを保証する（ただし、第７条の譲受人の義務にかかる事実の存在または不存在については本契約締結日において表示または保証するものではない。）。本契約締結日からクロージング開始前までに生じた日常業務において通常生じる変動についてはこの限りではない。

⑴　権限等

第７条第３項の手続を除き、取締役会決議その他譲受人において本契約締結および履行に必要な手続がなされていること、および本契約の締結または履行が法令、定款または譲受人が当事者となっているその他の契約に違反していないこと

⑵　訴訟等

本契約または本契約に基づく譲受人の行為の効力に関して、いかなる訴訟、仲裁、調停、その他の法的手続も係属しておらず、譲受人の知る限りそのおそれもないこと
第６条（譲渡人による表明保証）

　譲渡人は、本契約締結日およびクロージング時において以下の事実の存在または不存在を表明し、これを保証する（ただし、第７条の譲渡人の義務にかかる事実の存在または不存在については本契約締結日において表示または保証するものではない）。本契約締結日からクロージング開始前までに生じた日常業務において通常生じる変動についてはこの限りではない。

⑴　権限等

取締役会決議その他譲渡人において本契約締結および履行に必要な手続がなされていること、および本契約の締結または履行が法令、定款または譲渡人が当事者となっているその他の契約に違反していないこと

⑵　本事業
本事業には、別紙記載の資産、契約、その他譲渡人が譲渡前に営んでいた事業と同様の事業を営むことが可能な資産、契約等が含まれていること、ならびに本事業にはなんらの権利の瑕疵および法律上の瑕疵も存しないこと
⑶　資　産
別紙記載の資産のすべてが存在し譲渡可能であること、譲渡人は別紙記載のものを除き本事業に属する有形または無形の資産すべてにつき譲渡する権限を有すること、ならびに本事業に属する資産は別紙記載のものを除きなんらの権利の瑕疵（知的財産権上の第三者の使用許諾権を含む。）および法律上の瑕疵も存せず、なんらの抗弁権も付着していないこと（ただし、日常業務により通常生じる権利の瑕疵および抗弁権を除く。）
⑷　債　権
別紙記載のものを除き、本事業に属する各債権の債務者は本契約締結時および弁済期において資力を有し、その全額が回収可能であること
⑸　契　約
別紙記載の契約はすべて有効かつ譲渡可能であること、譲渡人は別紙記載のものを除き本事業に属する契約すべてにつき譲渡する権限を有すること、本事業に属する契約上の権利は別紙記載のものを除きなんらの権利の瑕疵および法律上の瑕疵も存せず、なんらの抗弁権も付着していないこと（ただし、日常業務により通常生じる権利の瑕疵および抗弁権を除く。）、ならびに本事業に属する契約上の義務の不履行が存在しないこと
⑹　得意先リスト
譲渡人が譲受人に交付する得意先リストは、〇年から〇年までの間に譲渡人との間に●●円以上の取引のあった得意先、その取引量および取引高を正確に表示していること、ならびに、得意先リスト記載の顧客が譲渡人に対して令和●●年●●月●●日前に取引の中止または縮小を申し入れていないこと
⑺　ノウハウ
譲渡人は本事業に関するノウハウまたは営業秘密につき第三者に対してなんらの使用許諾権も設定していないこと
⑻　本事業の貸借対照表
本事業に関する貸借対照表はすべて、会社法、会社計算規則、金融商品取引法、税法その他の法令、企業会計原則および公正なる会計慣行に従い本事業の財務状況を公正に記載していること、貸借対照表の日付以後譲渡人の財務状況および本事業に重大な変化がないこと、ならびに、別紙に定めるほか簿外負債、偶発債務、追徴税または加算税を負担していないこと（ただし、１件あたりの金額が●●円未満のものを除く。）
⑼　従業員に関する紛争
本事業の譲渡に伴い譲受人に引き継がれる従業員に関して雇用に関する紛争は存在せず、また、譲渡人の知る限りそのおそれもないこと
⑽　訴訟等
本事業（ただし、１件当たりの係争金額が２０万円未満のものを除く。）、または、本契約または本契約に基づく譲渡人の行為の効力に関して、いかなる訴訟、仲裁、調停、その他の法的手続も係属しておらず、譲渡人の知る限りそのおそれもないこと
⑾　許認可および免許
譲渡人は、本事業を含むその現在の事業を運営するために必要な監督官庁の許認可または免許をすべて取得しており、かかる許認可、免許および法令を遵守して事業を営んでいること、ならびに譲渡人は重大な違法行為を行っていないこと
第７条（当事者の義務）
１　善管注意義務
　譲渡人は本契約締結後クロージング手続の完了時まで善良な管理者の注意をもって本事業の管理運営を行い、本事業に関し、日常業務の範囲を超える資産もしくは契約の譲渡、債務の負担、または新たな契約の締結を行わないものとする。
２　株主総会決議
　譲渡人は、令和●年●●月●●日までに株主総会を開催して本契約の承認を求める。ただし、譲渡人が一人会社である場合若しくは個人事業主である場合には、この限りでない。

３　官公庁への届出等
　必要とされる場合、各当事者は、本契約締結後速やかに「私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律」16条２項に基づく公正取引委員会への届出その他本事業の有効な譲渡に必要な登録、届出、官公庁の許認可の取得等必要な手続を行う。当事者は、定款、事業報告、貸借対照表、損益計算書、株主名簿、その他の必要な書面の交付など本事業の有効な譲渡に必要な手続につき協力を行う。
４　従業員

⑴　譲受人は、原則として本事業に従事している譲渡人の従業員を転籍の方法により引き継ぐものとし、譲渡人は転籍者リストを作成のうえ、令和●●年●●月●●
日までに譲受人に対しこれを交付するものとする。
⑵　譲受人は、前号に定める転籍者リストに記載された従業員に対し、クロージングの完了を停止条件とする雇用契約の申込みを行い、譲渡人は、各従業員がかかる申込みを承諾するよう譲受人に協力する。
⑶　前号に基づき譲受人と雇用契約を締結した転籍者の勤続年数は譲受人において通算する。
５　競業避止義務
　譲渡人は、クロージング手続完了後、譲受人の承諾のある場合を除いて、本事業と同一の事業をすることができない。
６　表示および保証約束違反の通知
　当事者は、本契約に定める各自の表示および保証約束に違反する事実またはその重大な違反に該当する可能性が高い事実が判明した場合には、直ちに相手方に通知する。ただし、かかる通知によって、各当事者が表示および保証約束に対する違反によって負う責任を免れるものではない。
第８条（クロージングに関する停止条件・先履行義務）
１　譲渡人は、クロージング日に以下の条件が成就し、かつ義務が履行されていなければ、第４条第２項の定める義務の履行を拒むことができる。

⑴　第５条の表明保証に齟齬または違反がないこと
⑵　譲受人が第７条に基づきクロージング日までに行うべきすべての義務を履行したこと
⑶　譲受人が譲渡人に対して、本事業の譲渡に関する公正取引委員会の届出受理書の写しを交付したこと
⑷　公正取引委員会が必要な措置の命令、報告、情報もしくは資料の提出の要求を行うことなく、前項の届出受理日から30日が経過したこと
２　譲受人は、クロージング日に以下の条件が成就しまたは義務が履行されていなければ、第３条第２項第１号に定める譲渡対価の支払を拒むことができるものとする。

⑴　第６条の表示および保証約束に齟齬または違反がないこと
⑵　譲渡人が第７条に基づき、クロージング日までに行うべきすべての義務を履行したこと
⑶　譲渡人が譲受人に対し、本事業の譲渡を承認する旨の譲渡人の株主総会議事録の写しを交付したこと
第９条（保証約束違反・損害担保特約）

１　譲受人は、第５条の表示および保証約束に齟齬または違反によりクロージング手続完了の日から１年内に譲渡人に生じる一切の損害を填補する（履行利益の賠償を含む。）。
２　譲渡人は、第６条の表示および保証約束に齟齬または違反により（数量不足または物の瑕疵がある場合を含む。）、または本事業譲渡の対象となっていない譲渡人の第三者に対する義務または責任に関し、クロージング手続完了の日から１年内に譲受人に生じる一切の損害を填補する（履行利益の賠償を含む。）。
３　譲受人が第６条の表示および保証約束に違反する（物の瑕疵がある場合を含む。）資産の買戻しを請求したときは、クロージング手続完了の日から１年間に限り、譲渡人は譲渡時の価格で当該資産を買い戻さなければならない。
第10条（通知）

本契約に関する通知または意思表示は、下記住所または各当事者が本条に従って別途通知するその他の住所あてに書面により行うものとし、かかる通知または意思表示は、相手方が受領したときに到達したものとみなす。

⑴　譲受人

東京都●●区●●…
株式会社●●　●●部●●課

⑵　譲渡人

東京都●●区●●
株式会社●●　●●部●●課

第11条（契約の変更）

本契約の変更は、両当事者が署名または記名捺印した書面によらなければ、その効力を有しない。
第12条（秘密保持）

いずれの当事者も、別途合意しない限り、本契約の交渉過程に関する情報、本契約の内容、ならびに本契約締結前のデュー・デリジェンス（デュー・デリジェンスを実施している場合）、本契約の締結または履行、その他本契約に関して他方当事者から受領したいかなる情報も、本契約の目的以外に使用せず、また、法令（各証券取引所および日本証券業協会の規則を含む。）に基づく場合を除き、第三者に開示してはならない。ただし、次の各号に定める情報についてはこの限りでない。

⑴　情報受領時に既に公知となっていた情報、または受領者が既に知っていた情報

⑵　情報受領後当事者が本秘密保持義務に違反することなしに公知になり、または公表された情報

⑶　正当な権限を有する者から秘密保持義務を負うことなく開示を受けた情報
第13条（紛争解決）

当事者は、本契約に関連する当事者間の紛争については、●●地方裁判所を第一審専属管轄裁判所とする裁判によって最終的に解決されることに合意する。ただし、各当事者が●●簡易裁判所に調停の申立てを行うことを妨げない。

第14条（協議事項）

　本契約に定めのない事項および本契約の定める各条項の解釈に疑義を生じたときは、当事者誠意をもって協議し、その解決にあたる。

　本契約締結の証として本書２通を作成し、各自記名捺印のうえ、各１通を保有する。

令和●●年●●月●●日

譲受人　東京都●●区●●…　　　　　
株式会社●●　　　　　
代表取締役　●●　●●
　　印
譲渡人　東京都●●区●●…　　　　
株式会社●●　　　　　
代表取締役　●●　●●
　　印
（別紙）
譲渡財産目録

本契約書第２条に定める譲渡財産は下記に列記するものとする。ただし、項目のみで内容の記載のないものについては、譲渡財産に含まれないものとなる。

１　資産
⑴　不動産　合計価額●円（令和●年●月期末帳簿価額）
ア　土地
所　　在
地　　番
地　　目
地　　積
イ　建物
所　　在
家屋番号
地　　番
構　　造
床面積
ウ　付属設備等
⑵　動産類　合計価額●円（令和●年●月期末帳簿価額）
⑶　リース物品　合計価額●円（令和●年●月期末帳簿価額）
⑷　車両　合計価額●円（令和●年●月期末帳簿価額）
	対象車両

	自動車登録番号若しくは車両番号
登録年月日：
車名：
車台番号：
型式：
	譲渡金額（税込）
金　　　　　　円
（内リサイクル預託金）
金　　　　　　円

	対象車両

	自動車登録番号若しくは車両番号
登録年月日：
車名：
車台番号：
型式：
	譲渡金額（税込）
金　　　　　　円
（内リサイクル預託金）
金　　　　　　円


⑸　保証金・預託金・敷金等　合計価額●円（令和●年●月期末帳簿価額）
	対象物件
	金額
	契約相手方
	償還予定日

	
	
	
	

	
	
	
	


２　負債
３　契約上の地位

	契約名
	相手方
	概要
	締結日

	
	
	
	


４　許認可・知的財産権等の権利

	名称
	許認可主体
	登録番号等
	取得日
	有効期限

	
	
	
	
	


５　従業員
	氏名
	性別
	生年月日

	
	
	

	
	
	


�買主様の会社名または氏名をご記載ください。


�売主様の会社名または氏名をご記載ください。


�屋号、店名、サイト名等をご記載ください。


�屋号、店名、サイト名等をご記載ください。


�別紙に必ず譲渡対象資産及び負債をご記載ください。


なお、別紙に記載されていない資産及び負債は譲渡対象に含まれません。


�事業譲渡価格をご記載ください。


�事業譲渡価格をご記載ください。


�譲渡対価に調整額がない場合等、必要ない場合には削除してください。


�譲渡対価に調整額がない場合等、必要ない場合には削除してください。


�事業譲渡日をご記載ください。


�（１）～（８）のうち、必要のない項目は削除してください。また、別途必要な項目は追加してください。


なお、追加または削除する場合には、売主様及び買主様で協議の上決定してください。


�（１）、（２）のうち、必要のない項目は削除してください。また、別途必要な項目は追加してください。


なお、追加または削除する場合には、売主様及び買主様で協議の上決定してください。


�（１）～（１１）のうち、必要のない項目は削除してください。また、別途必要な項目は追加してください。


なお、追加または削除する場合には、売主様及び買主様で協議の上決定してください。


�会社法における重要な資産の譲渡に該当しない場合等、株主総会決議が必要ない場合には削除してください。


�従業員の引継ぎがない場合には項目ごと削除してください。


�当事者間で合意した日をご記載ください。


�（１）～（４）のうち、必要のない項目は削除してください。また、別途必要な項目は追加してください。


なお、追加または削除する場合には、売主様及び買主様で協議の上決定してください。


�（１）～（３）のうち、必要のない項目は削除してください。また、別途必要な項目は追加してください。


なお、追加または削除する場合には、売主様及び買主様で協議の上決定してください。


�譲渡後に生じた損害の補填に関する重要な条文です。


そのため、項目の追加や削除を行う場合には、売主様と買主様とで十分に協議してください。


�買主様の住所、会社名または氏名をご記載ください。


�売主様の住所、会社名または氏名をご記載ください。


�当事者間で合意した裁判所をご記載ください。


�契約締結日をご記載ください。


�買主様の住所、会社名または個人名をご記載ください。


�売主様の住所、会社名または個人名をご記載ください。


�全ての譲渡対象資産及び負債をご記載ください。


なお、記載されていない資産及び負債は譲渡対象に含まれませんので、ご留意ください


�不動産賃貸契約や業務委託契約等、引継ぎ対象となる契約があれば、ご記載ください。


�引継ぎ対象となる許認可・知的財産権等があれば、ご記載ください。





